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中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした 

地震・津波対策に関する専門調査会」報告（抜粋） 

平成 23 年 9 月 28 日 

 

８．今後の大規模地震に備えて 

（２）今後に向けての備え 

 

○首都直下地震については、現行の首都直下地震の想定対象とされていない相

模トラフ沿いの規模の大きな地震、いわゆる関東大震災クラスの地震につい

ても、本専門調査会による報告を踏まえ、想定地震として検討を行うべきで

ある。 

 

○首都直下地震が発生した場合、首都における被害の大きさや社会経済に与え

る影響は甚大であり、首都中枢機能の継続性確保、広域応援体制、帰宅困難

者対策、膨大な数の避難者対策等について、東日本大震災を踏まえた検証を

実施した上で、対策を強化する必要がある。 

 

○大規模地震により国内の基幹産業が被災した場合、復旧までに相当の期間を

要し、国内の経済活動が停滞することにもなりかねないため、事業継続の観

点から災害対応の計画（ＢＣＰ）の策定が必要である。 

 

○最新の科学的知見を踏まえ、首都直下で発生する地震の規模、揺れ、津波等

について点検し、必要に応じ、見直しを行うことが必要である。 


